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・
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①（青少年の健全育成）
社会全体で青少年育成に取り組む意識を高めるための普及啓発方法等の工夫が、関連事
業への参加者数の増加につながった。また、青少年育成島根県民会議の賛助会員の増加
にもつながったが、運営に参画する正会員数は減少しており、これを増加させることが課題で
ある。
県の子ども・若者計画である「しまね青少年プラン」について、子どもを取り巻く社会環境の変
化に対応できるよう第4次改定を行ったため、広く県民に理解を得るよう、周知していくことが
課題である。

②（子ども・若者の自立支援）
困難を有する子ども・若者の自立に向け、子ども若者総合相談センターを窓口にして「居場
所」「社会体験」「就労体験」へと続く継続した支援体制の整備と利用者の拡大は進みつつあ
るが、事業未実施市町村に向けた事業活用の働きかけ等が課題である。

③（非行の防止）
青少年の非行を防止するため、条例に基づく立入調査による事業者への指導等を通じ、環
境整備が図られている。
青少年自身の規範意識の醸成や非行を防止する基盤である地域社会の理解を深めること
が課題である。

（前年度の評価後に見直した点）
児童福祉週間を中心とした県立施設無料開放期間の拡大（4/29～5/11）を行った。
県民会議の広報活動の見直しを行った。
子ども・若者の自立に向けた支援体制の充実化を図るため、県補助メニューを見直し、市町
村に対し相談窓口の設置や県事業活用の働きかけ、意見交換や情報共有を実施した。

①（青少年の健全育成）
他部局、市町村との連携などにより広報の充実を図り、県民会議の各事業を広く周知するとと
もに、各事業の内容や実施方法を工夫・改善して広く県民の参加を促すことで、青少年の健
全育成の意識向上を図り、会員数の拡大を目指す。
しまね青少年プランの改定について、ＨＰへの掲載や概要版の作成・配布を行い、周知を図
る。

②（子ども・若者の自立支援）
事業実施市町村に対しては、関係部局間や関係機関との連携強化を、未実施市町村に対し
ては、事業への取組を促す。また、県補助事業を市町村が使いやすいように見直すとともに、
拡充された国のひきこもり支援事業の活用を促す。

③（非行の防止）
立入調査時に、遵守事項や指導内容が店舗責任者へ確実に伝わるよう指導することにあわ
せ、チェーン店においては、統括する事業本部に対して遵守事項等を周知する。
非行少年の規範意識を醸成するため、松江、出雲、浜田、益田の4市に業務委託している
「再非行防止事業」を継続する。
非行が進んだり、非行を繰り返す少年に対して、臨床心理士等の専門的知識を有する者にア
ドバイスを求めるなど、個々の特性に応じた適切な指導・補導を行う。

幹事部局

令和４年度

施策評価シート

施策の現状
に対する評価

今後の取組
の方向性

施策の名称

施策の目的

健康福祉部

青少年が、社会の一員として必要な社会規範や自立性、豊かな人間性・社会性を身に付け、
心身ともに健やかに成長できる社会をつくります。
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

110.0 110.0 145.0 150.0 155.0

106.0 130.0 153.0

990.0 990.0 1,070.0 1,080.0 1,090.0

952.0 1,051.0 1,062.0

3,000.0 3,250.0 3,500.0 3,750.0 4,000.0

2,835.0 3,072.0 3,168.0

80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

79.5 71.6 89.8

25.0 25.0 25.0 25.0 25.0

23.9 24.5 21.3
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社会体験や就労体験への協力事業所数【当該
年度３月時点】

青少年育成島根県民会議の会員数【当該年度
３月時点】

しまニッコ！（スマイル声かけ）県民運動推進者
登録数【当該年度３月時点】

20

健全育成条例の規定に基づき適正な図書類の
取り扱いや営業を行っている店舗の割合【当該
年度３月時点】

刑法犯少年の再犯率【当該年度12月時点】
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施策の主なＫＰＩ

施策の名称 Ⅵ－１－(4)　青少年の健全な育成の推進

ＫＰＩの名称
上段は目標値、下段は実績値 計上

分類
単位

累計値

累計値

累計値

単年度値

単年度値



誰(何)を対象として どういう状態を目指すのか

1 困難を有する子ども・若者支援事業
社会生活を営むうえで困難を有す
る子ども・若者やその家族

社会生活を営むうえで困難を有する子ども・若者やその家
族が自立に向けた必要な支援を受けることができる

14,863 25,533 青少年家庭課

2 青少年を健やかに育む意識向上事業 県民 青少年の健全育成に対する県民の意識が向上する 2,903 3,745 青少年家庭課

3 青少年を取り巻く地域環境浄化事業
青少年および青少年を取り巻く大
人

青少年の健全育成に向け適正な社会環境づくりをすすめる 青少年家庭課

4
青少年の健全育成及び非行防止対策
事業

・県民（青少年）
・青少年が、社会の一員として必要な社会規範や自立性、
豊かな人間性・社会性を身に付け、心身ともに健やかに成
長できる社会環境を整備する。

11,032 11,269
警察本部 少年女性対策
課
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8

9

10
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12
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事務事業の一覧

Ⅵ－１－(4)　青少年の健全な育成の推進施策の名称

事務事業の名称
前年度の
事業費
（千円）

今年度の
事業費
（千円）

所管課名
目的



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和4年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和3年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○子若C設置自治体　Ｒ2：8市町→Ｒ3：9市町　　○相談件数（延べ）　Ｈ30：10,787件、Ｒ1：11,345件、Ｒ2：10,263件、R3：
11,227件　　○支援対象者数（実数）　Ｈ30：941人、Ｒ1：783人、Ｒ2：820人、R3：846人　　○コーディネーター事業　R3：3市
1町、R4：4市予定　　○居場所事業　R3：6市町10箇所　利用実数373人　延6,789人、R４：7市町11箇所　　○社会体験事業
R3：3市町実施　利用実数55人　延437人　　○就労体験事業　R3：3市町実施　利用実数18人　延177人　⇒社会体験事業・
就労体験事業　R４：7市町予定　　○県子ども・若者支援地域協議会構成機関　Ｒ2：民間支援団体4団体が参加、R3：代表者
会議1回開催、実務者会議はコロナで中止

・「居場所」の設置数は増加、安定した利用があり、安心出来る場所として活用されている。区域外居住者の利用も受け入れてお
り、「居場所」の利用につながっている。
・「社会体験」「就労体験」は居場所以外の場所で社会とのつながりを回復する場として活用されている。
・「協力事業所コーディネーター」の配置により、協力事業所が獲得され、社会体験、就労体験の実施や協力事業所の理解促進
につながっている。
・県子ども・若者支援地域協議会は、新加入の民間団体等が取組を紹介するなど、情報共有の場として活用されている。

ア）相談窓口はあるが居場所は未設置、居場所はあるが社会体験や就労体験へのステップアップの取組が十分でないなど、市
町村の取組に差がある。
イ）子若C未設置の市町村があり、同市町村に居住する者に対する支援が行き届いていない。また、区域外利用が拡大しない。
ウ）「ひきこもり」、「不登校」などの関係部局、支援機関との連携や情報共有が十分でない市町村がある。

－

社会体験や就労体験への協力事業所数【当該年度３
月時点】

ＫＰＩの名称

14,863

14,863

令和3年度の実績額

単位

箇所
155.0

－達成率 －

106.0

上位の施策

153.0130.0

118.2 139.1 － － ％

累計値
110.0 110.0 145.0

令和元年度

150.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅰ－３－(1)　多様な就業の支援
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

社会生活を営むうえで困難を有する子ども・若者やその
家族が自立に向けた必要な支援を受けることができる

令和４年度

困難を有する子ども・若者支援事業

令和4年度の当初予算額

25,533

25,533

青少年家庭課

年 度
計上
分類

担 当 課

社会生活を営むうえで困難を有する子ども・若者やその
家族

上位の施策

上位の施策

・子ども若者総合相談センター（子若C)設置市町村が、「居場所」を提供した上で、「居場所」→「社会体験」→「就労体験」の3ス
テップを段階的に支援する取組補助を継続し、社会的自立の促進を図る。コーディネーターの配置により開拓した協力事業所を
活用し、「社会体験」「就労体験」事業促進の取組を強化する。
・実地調査や関係者との情報共有により成果や課題を把握し、その情報を市町村や関係機関に提供し、市町村等の支援体制の
充実を図る。
・市町村の意見を踏まえ、補助制度内容を見直し、社会的自立への支援体制強化を図る。

・コーディネーター配置で協力事業所の開拓が進んだことから、協力事業所の活用促進と社会・就労体験事業の強化を目的に、
県補助メニューを見直した。
・市町村に県内の取組状況を提供し、市町村の支援体制の充実を図るとともに、区域外利用の拡大、圏域支援拡充を促した。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

ア）市町村は、事業の必要性を認識しているが、財源やマンパワー不足、委託可能な民間団体がないなどの課題があり、県から
子若所管課への補助事業や資源の情報提供も十分でないため、取組が進んでいない。コロナ禍により、体験活動の一部は計画
どおり実施できていない。
イ）「困難を有する子ども・若者支援」に対する理解が深まっていない。区域外利用者は少数で、周知が十分ではない。
ウ）市町村ごとに課題への重点や各課題の所管部局が異なっているため、連携がとりにくい状況がある。それに対して県からの連
携促進が十分でない。遠方の関係機関（サポステ、ひきこもり支援センターなど）との接点が少ない市町村もある。

アイウ）拡充された国のひきこもり支援事業の活用を市町村に促し、これを契機に市町村内での子ども若者支援とひきこもり関係
部局との連携強化を働きかける。
アイ）開拓した協力事業所を活用し、今後は社会・就労体験の充実を図るとともに、関係機関とのネットワーク強化を市町村に促
す。あわせて県補助事業を市町村の使いやすい内容に見直す。
イ）県事業を利用する市町村には、引き続き区域外の居住者に対する支援と広報を求め、未実施の市町村には事業周知を継続
する。
ウ）県子ども・若者支援地域協議会等を活用し、市町村と関係機関とのネットワーク強化を支援していく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和4年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和3年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

○会員数推移　Ｒ1：会員153人、賛助会員799人　Ｒ2：会員150人、賛助会員901人　 Ｒ3：会員146人、賛助会員916人
○啓発活動対象人数（5月児童福祉週間）Ｒ3：セレモニー61人参加　→　Ｒ4：応募型プレゼント企画510人応募
　　　　　　　　　　　　　（県立施設無料開放）Ｒ3：7日間　1,678人　→　Ｒ4：13日間　13,825人
○7月青少年非行被害防止全国強調月間：ちらし71,900枚を学校等に配付、啓発活動１回

・Ｒ4児童福祉週間は県立施設無料開放期間の拡大、プレゼント企画実施により、前年を上回る参加を得た。
・県民会議の青少年育成支援事業や周知等について支援を行い、より良い青少年の健全育成を図っている。「しまね家庭の日
運動」は協賛施設を周知するすごろく（6,000枚）を新たに作成、学校等に配付し、「コロナ禍でのお家時間に活用出来る」と好評
を得た。
・子供・若者育成支援推進大綱（R3.4）に基づき、都道府県の子ども若者計画である「しまね青少年プラン」の第４次改定を行い、
Ｒ8年度を目標年度とする、計画的・総合的に青少年支援を推進するための指針を定めた。

ア)様々な月間等の周知が県民に行き届いていない。
イ）県民会議の安定的な運営に必要な正会員数が減少している。
ウ）第4次しまね青少年プランが認知されていない。

－

青少年育成島根県民会議の会員数【当該年度３月
時点】

ＫＰＩの名称

2,903

2,903

令和3年度の実績額

単位

人
1,090.0

－達成率 －

952.0

上位の施策

累計値

1,062.01,051.0

3,500.0 3,750.0
人

3,072.0 3,168.0

106.2 107.3 － － ％

累計値
990.0 990.0 1,070.0

令和元年度

1,080.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,835.0

Ⅵ－１－(4)　青少年の健全な育成の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

青少年の健全育成に対する県民の意識が向上する

令和４年度

青少年を健やかに育む意識向上事業

令和4年度の当初予算額

3,745

3,745

しまニッコ！（スマイル声かけ）県民運動推進者登録
数【当該年度３月時点】

3,000.0

青少年家庭課

年 度
計上
分類

担 当 課

県民

上位の施策

上位の施策

・社会全体で青少年育成に取り組む意識を高める体制構築を目指し、児童福祉理念並びに非行被害防止、相談窓口等につい
て、さらなる普及と周知を図るため、街頭キャンペーン、イベント、広報誌、ＳＮＳ、ホームページ等での広報啓発を推進。
・青少年育成島根県民会議（以下「県民会議」）と連携し、県民会議の事業や活動の周知の支援を行い、青少年の健全育成を
推進。
・県の子ども・若者計画である「しまね青少年プラン」（第4次改定。R4.7）の周知、広報。

・児童福祉週間を中心とした県立施設無料開放の期間を拡大した（4/29～5/11）。
・県民会議が行う青少年育成に関する事業やネットワーク作りを重点的に支援。県民会議の役員に所属団体や活動において、広
報を依頼。「家庭の日イベント」に、県人権啓発推進センターの委託事業を活用。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

102.4

事務事業の名称

1

ア)啓発の内容や方法が変わらず、マンネリ化している。
イ）青少年健全育成の重要性について、周知が不足している。
ウ）改定直後のため、周知を行っていない。

ア）他部局や市町村と連携し、それぞれの月間等に合わせ、啓発活動を実施する。変更可能な活動については、啓発の内容や
方法を工夫・改善して実施することで、県民に広く周知を行い、青少年健全育成の意識の向上を図る。
イ）県民会議の活動の周知を支援し、県民会議の各事業に対しての賛同者を増やすことで、青少年健全育成の意識の向上を図
る。
ウ）しまね青少年プランの改定について、市町村、関係機関等に通知するとともに、多くの県民の目に触れるようＨＰへの掲載や、
概要版の作成・配布により、広く周知を図る。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

97.5 －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

3,250.0

－

4,000.0

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和4年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和3年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・Ｒ3立入調査実施結果
　【実施回数】2回（7月・11月の各種青少年月間） 【実施者数】59人　【立入数】98ヵ所 【指導数】10ヵ所 【罰則適用】0件
・ネットトラブル防止のためのチラシ配布・新聞広報
　街頭キャンペーンでの配布（500部）、県内小・中・高校生の家庭ごとに配布（71,900部）、新聞広報（考える県政）
・有害図書指定
　Ｈ30:16冊、Ｒ1：16冊、Ｒ2：14冊、R3：12冊

・有害図書類の取扱い及びフィルタリングの周知を徹底するため、コンビニ、図書類販売業者、携帯電話販売店に対する立入調
査・指導を推進したところ、R3年度の立入調査では、条例を遵守して営業している店舗が多く見られた。
・青少年のインターネット利用に関し、街頭キャンペーンを強化し、チラシの配布部数を増やして対応した。あわせて学校へのチラ
シ配布、新聞広報を行い、広く啓発活動を行った。

ア）有害図書類の取扱いについては、区分陳列等の遵守事項を徹底していない店舗が見られる。
イ）立入調査員の対応能力に差が見られる。

－

健全育成条例の規定に基づき適正な図書類の取り扱
いや営業を行っている店舗の割合【当該年度３月時
点】

ＫＰＩの名称

令和3年度の実績額

単位

％
80.0

－達成率 －

79.5

上位の施策

89.871.6

89.5 112.3 － － ％

単年度
値

80.0 80.0 80.0

令和元年度

80.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅵ－１－(4)　青少年の健全な育成の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

青少年の健全育成に向け適正な社会環境づくりをすす
める

令和４年度

青少年を取り巻く地域環境浄化事業

令和4年度の当初予算額

青少年家庭課

年 度
計上
分類

担 当 課

青少年および青少年を取り巻く大人

上位の施策

上位の施策

・島根県青少年の健全な育成に関する条例に基づき、図書類販売店や深夜営業店、携帯電話販売店などに対し立入調査を実
施し、健全育成に向けた環境整備を推進する。店舗を統括する事業本部宛に遵守事項に関する資料を送付する。改善が図られ
ているかを確認するために、以前指導を行った店舗を計画的に立入対象に加える。また、立入調査員の視点を揃えるための研
修を実施する。
・青少年が適切にインターネットを利用できる環境の整備を推進するため、フィルタリングの普及・利用促進、インターネットリテラ
シーの向上に重点を置いた広報啓発活動に取り組む。

・県内の販売店舗等を統括する事業本部宛に、青少年健全育成条例に規定する遵守事項を記載した資料を送付する。
・視点を揃えた立入調査が実施できるよう、立入調査員に対して、実務に即した研修を行う。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

ア）立入調査時の指導内容が、店舗側の対応者から責任者に伝わっていないことがある。
イ）立入調査員となる職員は、人事異動により入れ替わりがあり、条例の理解や習熟度、経験に差ができている。

ア）立入調査の店舗側の対応者に対して、責任者への遵守事項や指導内容の伝達を求めるとともに、県から直接、事業本部へ
遵守事項等を周知する。
イ）立入調査員への事前研修については、ポイントを絞った執務資料を配布するだけでなく、前年度立入調査の結果等を参考
に、実務に即した内容で実施する。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

令和4年度の

取組内容

評価を踏まえて

見直したこと

令和3年度に行った

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・非行少年数は、R1:166人、R2:100人、R3:98人、R4.6末:46人（前年比-3人）と推移
・少年人口1.000人当たりに占める非行少年は、R1:2.0人、R2:1.2人、R3:1.1人と推移
・刑法犯少年（うち再犯少年数）は、R1:71人（17人）、R2:49人（12人）､R3:47人（10人）と推移

・刑法犯少年の再犯率は増減があるものの、依然として、非行少年数は減少傾向にあり、再犯率も低水準で推移している。

・周囲の環境や周囲からの誘惑が原因となって少年が非行に及ぶケースが認められる一方で、少年の健全育成や非行防止に対
する地域の関心が希薄である。
・少年の規範意識の醸成が困難である。

－

刑法犯少年の再犯率【当該年度12月時点】

ＫＰＩの名称

8,970

11,032

令和3年度の実績額

単位

％
25.0

－達成率 －

23.9

上位の施策

21.324.5

102.0 114.8 － － ％

単年度
値

25.0 25.0 25.0

令和元年度

25.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅵ－１－(4)　青少年の健全な育成の推進

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

事務事業評価シート

・青少年が、社会の一員として必要な社会規範や自立
性、豊かな人間性・社会性を身に付け、心身ともに健や
かに成長できる社会環境を整備する。

令和４年度

青少年の健全育成及び非行防止対策事業

令和4年度の当初予算額

9,094

11,269

警察本部 少年女性対策課

年 度
計上
分類

担 当 課

・県民（青少年）

上位の施策

上位の施策

・地域ぐるみで青少年健全育成に取り組んでいく社会的な気運をさらに醸成していくとともに、青少年の自主性や主体性が育まれ
るような環境作りをしていくため、普及啓発活動の充実と、活動の推進組織の運営を強化
・関係機関や団体等と連携して、様々な問題を抱える家庭や社会生活を円滑に営み、自立していく上での困難を有する子ども・
若者に対する相談対応や自立支援を実施

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

1

・少年は、心身ともに未熟であり、周囲の環境から影響を受けやすい特性があるが、少年非行の抑止の基盤が地域社会であるこ
とが地域住民に十分理解されていない。
・全ての少年に規範意識を醸成させる働きかけが必要であるが、少年の境遇や家庭環境などの理由で十分な指導が行き届かな
いことがある。

・警察ボランティア等、地域住民と連携して非行防止教室等を開催し、少年の規範意識の醸成及び保護者や地域住民への啓発
活動を継続して実施する。
・警察において、非行の動機や少年の抱える問題を把握するとともに、継続的に補導を実施するほか、適切な支援機関に少年を
引き継ぎ、再非行の防止を図る。
・松江市、出雲市、浜田市、益田市に業務委託している「再非行防止事業」による非行少年の規範意識の醸成活動を継続する。
・非行が進んでいる少年や非行を繰り返す少年に対しては、臨床心理士等、専門的知識を有する者にアドバイスを求めるなど、少
年個々の特性に応じた適切な指導・補導を行う。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値


